
生野区西部地域学校再編整備計画（現状報告）について

◎ 計画

生野区西部地域においては、小学校の多くが小規模となっているため、平成28年2月に地域内

12小学校、5中学校を4小学校4中学校に再編整備する。「生野区西部地域学校再編整備計画」を

策定した。

◎ 進捗状況

・小学校区単位での地域説明会を開催しているが、いずれも基本合意に至っていない。

・しかしながら、小規模校が課題を有することも多くの保護者に認識いただいていることから、徐々に

計画の必要性が浸透してきたものと認識している。

◎ これからの対応

・地域からの意見等（教育内容の充実や通学時における安全対策、まちづくりの観点を含めた跡地

の活用方法など）に基づいて課題整理して解決策を模索。

・また、教育的観点からも地域住民や児童生徒を持つ保護者にご理解いただくよう、さらに丁寧な

説明を実施。

第３９回大阪市学校適正配置審議会の概要について 資料３
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 勝山中学校区及び鶴橋中学校区

○

◇

△

 大池中学校区

○ もと中川小

◇

 生野中学校区

○

◇

田島中学校区

○

◇

鶴橋中勝山中

もと勝山中＋

生野中

大池中

生野中

大池中

もと鶴橋小(第２運動場)

中川小
舎利寺小
(25％)

御幸森
小

もと西生野小 林寺小 生野小
舎利寺小
(75％)

西生野小

もと東桃谷小 北鶴橋小 鶴橋小東桃谷小 勝山小

生野南小 田島小

田島中

もと田島小

田島中

Ⅰ

○ 新たな小学校の施設として活用

◇ 新たな中学校の施設として活用

△ 新たな中学校の第2運動場として活用

生野区西部地域学校再編整備計画 概要図 (H28.2月時案)

（5中12小 → 4中4小）
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◎ 学校適正配置審議会委員からの意見

・通学路の安全性の確保

再編整備を実施することによる通学路の安全性対策等の問題は、教育委員会だけではなく、

大阪市全体で取り組むべきである。

・小学校同士の繋がり

統合にあたっては、お互いの学校や地域の行事や取組に参加する等、あらかじめ小学校同士

のつながりをつくっていくことが重要である。

・跡地利用の検討

密集住宅市街地の防災対策として、オープンスペースがあること自体が生野区にとって

貴重な資産であり、まちの活性化等により児童数が増加に転ずる可能性も考慮すると

跡地は残すべき。

・子ども・保護者・地域の理解

統合にあたっては、子どもからも意見を聞くなど、子ども、保護者、地域のそれぞれの納得を得て

進めていくことが重要である。
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◎ 経過と現状

○経 過

昭和５９年の文部省指導（３１学級以上を有する学校を過大規模校として解消を図る）に基づき、

大阪市では分離新設を基本としながら、校区調整や分校設置により適正化を行い、過大規模校は

いったん解消

○現 状

人口の都心回帰により、市内中心部で児童数急増による過大規模校・施設狭隘校が発生する状況

過大規模・施設狭隘となることが想定される学校 ： 北区（４校）・中央区（６校）・西区（３校）

◎ 課題

○新たな視点での対策の検討

・学校周辺に適当な用地が見つからないため、従来の対策（分離新設・分校設置）での対応が困難

・校舎増築・教室改造等の応急的な対策も、学習環境への影響を考えると対応に限界

⇒既存の手法に加えて、新たな視点に立った過大規模校・施設狭隘校への対策が必要

⇒他都市事例（施設の高層化・複合化）や一定期間の用地の借上などの検討

○将来推計の精査

・児童急増対策の検討には、各校の児童数のピークや将来的な増減傾向などの把握が必要

⇒学校ごとに異なる状況に対応するため、より実情に即した将来推計となるよう精査

⇒校区単位での中長期的な将来推計の算出についても検討

市内中心部における児童急増について
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大淀小

中津小

豊崎小 豊崎本庄小

豊崎中

豊仁小

大淀中

新豊崎中豊崎東小

扇町小

北 区

天満中

西天満小 堀川小

滝川小

北稜中

菅北小

12学級・320名
校地 7,986㎡ 7学級・143名

校地 5,104㎡ 12学級・372名
校地 6,316㎡

11学級・260名
校地 8,710㎡

8学級・239名
校地 6,851㎡

13学級・328名
校地 5,820㎡

7学級・201名
校地 6,204㎡

9学級・226名
校地 6,837㎡

13学級・396名
校地 7,264㎡

12学級・398名
校地 8,618㎡

18学級・629名
校地 5,880㎡

※学級数、児童・生徒数はＨ28.5.1現在。

学級数は特別支援学級を含まない。
児童・生徒数は特別支援学級を含む。
校区の境界線はおおよそのイメージですので
正確な通学区域を示すものではありません。

1000ｍ

500ｍ

6学級・217名
校地 15,131㎡

9学級・299名
校地 8,224㎡

11学級・389名
校地 12.072㎡

9学級・320名
校地 9,899㎡

6学級・223名
校地 15,902㎡
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中 央 区

開平小

中大江小

南大江小

玉造小

中央小

南小

高津小

東中

南中

上町中

15学級・437名
校地 6,362㎡

8学級・177名
校地 3,686㎡

12学級・383名
校地 5,705㎡

15学級・519名
校地 7,779㎡

6学級・180名
校地 4,952㎡

6学級・144名
校地 4,613㎡

23学級・812名
校地 6,943㎡

※学級数、児童・生徒数はＨ28.5.1現在。
学級数は特別支援学級を含まない。
児童・生徒数は特別支援学級を含む。
校区の境界線はおおよそのイメージですので
正確な通学区域を示すものではありません。

1000ｍ

500ｍ

14学級・490名
校地 9,896㎡

6学級・143名
校地 7,059㎡

9学級・305名
校地 11,365㎡

中大江小へ
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西 区

九条南小

堀江中

14学級・485名
校地 5,526㎡

九条北小

本田小

堀江小

日吉小

明治小

西船場小

花乃井中

西中

11学級・309名
校地 7,335㎡

28学級・943名
校地 7,543㎡

22学級・783名
校地 12,258㎡

9学級・253名
校地 9,910㎡

9学級・235名
校地 8,522㎡

6学級・164名
校地 5,389㎡

18学級・573名
校地 8,066㎡

※学級数、児童・生徒数はＨ28.5.1現在。
学級数は特別支援学級を含まない。
児童・生徒数は特別支援学級を含む。
校区の境界線はおおよそのイメージですので
正確な通学区域を示すものではありません。

1000ｍ

500ｍ

14学級・497名
校地 6,683㎡

15学級・577名
校地 5,703㎡

9学級・318名
校地 12,795㎡

九条東小
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◎ 学校適正配置審議会委員からの意見

○「新たな視点での対策の検討」について

・中学校区・行政区を越えた対応の検討

中学校区や行政区を越えた校区調整などが考えられないか

・他都市事例の調査研究

校舎の高層化や複合化などの他都市事例について、調査研究を行い、実現可能性の検討が

必要ではないか

・民間不動産の活用

建物だけでなく、民間ビルのフロア等を借り上げ、教室として活用することを検討してはどうか

・他の行政財産の活用

大阪市の既存の行政財産を暫定的にでも学校施設として活用できないか

・人口流入の調整
大型マンション建設の調整（一時的な延期など）といった他都市事例もある。大阪市として都心部

に居住誘導するのか、一定の抑制をするのかについて、考え方の確認が必要ではないか

・都市計画・まちづくり部門との連携

児童急増対策の検討においては、行政内での都市計画・まちづくり部門との密接な連携が必要

不可欠ではないか

○「将来推計の精査」について

・ビッグデータ等の活用

信頼性のある中長期的な児童数推計の算出において、民間が所有するビッグデータ等の

有効活用はできないか
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・過大規模校・施設狭隘校の問題は、教育委員会だけで

解決できるものではない。

・生野区西部地域学校再編整備計画も同様である。

・大きな課題として大阪市役所全体で早急に取り組んで

いくべきである。

審議会会長によるまとめ


